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１ 現状と課題 

本市では、「第５次飯能市総合振興計画」（以下「総合振興計画」という。）

において４つのまちづくりの基本理念を掲げ、「変える１０年！変わる１０年！

飯能市から始まる日本の創生」を合言葉に、地方創生に向け、市民、事業者、行

政との協働による「オール飯能」体制で取り組んでいるところです。 

本市が目指す将来都市像を実現するためにも、財源の確保、財政負担の軽減が

課題の一つとなっています。 

本市が所有する土地及び建物（以下「市有資産」という。）については、未利用地

の売却や貸付等に取り組んでおり、財源の確保に努めているところですが、一方、有

効活用が十分にされていない状況も見受けられます。 

また、「飯能市公共施設等総合管理計画」においては、公共施設等の効果的・

効率的な管理運営の方針として、民間活力の導入（ＰＰＰ／ＰＦＩの活用等）や

未利用地の処分（売却、賃貸借、利活用等）などを掲げています。国においても、

全国の自治体に対し、官民連携・民間活力の導入を強く推進しているところです。 

 このような状況を背景に、売却という方法以外で有効活用を図ろうとする市有資産

について、民間との連携等によるさらなる有効活用が求められているとともに、民間

による経営視点からの活用方法が有効であると考えます。 

 

２ 民間事業者提案制度 

 市有資産の有効活用をより一層推進するには、民間事業者のノウハウやアイデア等

を活用することが必要であると考えられます。そこで本市では、市有資産の活用を図

る提案を幅広く募集する仕組みとして、「飯能市市有資産に関する民間事業者提案制

度」(以下「提案制度」という。)を導入します。 

この制度による目的・効果は次のとおりです。 

 

 （１）市有資産の有効活用  

民間事業者のノウハウやアイデア等を活かし、未利用となっている市有資産や、

さらなる利活用が期待できる市有資産の有効活用を図ります。 

 

（２）財源の確保・財政負担の軽減  

市有資産の有効活用により、貸付による賃料の収入や、維持管理費などのコス

ト削減など、新たな財源確保や財政負担の軽減を図ります。 

 

 （３）市民サービス満足度の向上・地方創生・地域の活性化  

  行政課題への対応等により、市民サービス満足度の向上とともに、地方創生、

地域の活性化等を目指します。 
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３ 民間事業者提案制度の仕組み 

  民間事業者による提案を幅広く募集する方式として「公募型プロポーザル方式」

を採用します。これにより提案を受けた事業の審査及び選定を行い、内容や契約等

について協議・調整を行う候補となる交渉事業者を特定します。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

民間事業者提案制度のイメージ 

❶ 公 募 

❷ 提 案 

❹ 審 査 

❸ ヒアリング 

❺ 事業者特定 

・有効活用を期待する市有資産を明らかにし、提案を公募 

・民間事業者が事業を提案（提案書を作成し、市へ提出） 

・提案を受けた事業内容を評価基準により審査 

・提案を受けた事業内容についてヒアリングを実施 

・優先交渉事業者、次点交渉事業者を特定 
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（１）提案対象とする資産 

   市有資産のうち、売却することが可能な市有資産については積極的に売却を

進めることとし、その他の市有資産で、提案制度の目的を達成することが期待

できる市有資産を本制度の提案対象資産とします。 

<提案対象とする資産の例> 

 ・未利用となっている市有資産 

・利活用を向上させたい市有資産 

・民間活用により本市の課題解決が期待できる市有資産 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

  

市有資産有効活用のイメージ図 

市有資産（土地・建物） 

効果的・効率的に 

活用継続 

市有資産の売却の可否 

※優先的に売却 

有効活用の検討 

未利用、空きスペース等あり 
 

保有する場合 

 

売却の方針を決定し売却 

※一般競争入札等により売却 

民間事業者提案制度 

有効活用の 

アイデア等を募集 

 
 

活 用 中 
 

売却可 

 
 

市直営 業務委託等 

市が事業を実施し活用 

 
 

業務委託等による活用 
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（２）提案者の要件 

   提案者は、提案した事業を自らが実現することができる企画力、技術力、資金

力、経営能力等を有している事業者とし、次の欠格要件に該当しない者とします。

本制度において事業者とは、事業を行う個人及び法人をいいます。 

  

（３）選定方法等 

   提案を受けた事業について、本制度の目的を達成することが期待できる事業内

容であるか、また、飯能市総合振興計画等と整合性が図れた事業内容であるかな

ど、提案を受ける事業ごとに設置する選定委員会において、別途定める評価基準

に基づく評価を行い、総合的に判断し事業の選定を行います。なお、必要に応じ

ヒアリングを実施するものとします。 

 

（４）交渉事業者の特定 

  選定委員会で審査した結果に基づき、提案者の中から優先交渉事業者及び次点

交渉事業者を特定します。 

欠格要件 

① 「地方自治法施行令」第１６７条の４の規定（一般競争入札に参加させないことができ

る事由など）に該当する者 

② 次の申立てがなされている者 

ａ 「破産法」第１８条又は第１９条の規定による破産手続開始の申立て 

ｂ 「会社更生法」第１７条に基づく更生手続開始の申立て 

ｃ 「民事再生法」第２１条の規定による再生手続の申立て 

③ 「飯能市建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱」第２条の規定に基づき、現に

指名停止措置を受けている者 

④ 当該提案者に係る税に滞納がある者 

⑤ 次に該当する者 

ａ 役員等が「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第２条第６号に規定す

る暴力団員であると認められる者 

ｂ 暴力団（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者 

ｃ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

ｄ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

る者 

ｅ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れる者 
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１ 民間事業者提案制度の流れ 

 

(１) 提案募集する市有資産の決定等 

   市有資産を所管する部署または市有資産の活用を図ろうとする部署(以下「所

管部署等」という。)において、民間提案制度により事業の提案を募集する市有資

産を決定します。 

 

（２）サウンディング型市場調査 

   事業者提案の公募の前に、必要に応じ、民間事業者との「対話」により、広く

意見やアイデア等を求め、有効活用の可能性や市場性を把握するための調査を実

施します。 

 

（３）実施要領等の作成 

サウンディング型市場調査の結果を踏まえ、提案募集の手続きに関する実施要

領及び評価基準等を作成します。 

 

（４）提案制度選定委員会の設置 

提案を受けた事業について、多角的な観点から審査を行うため、所管部署等に

おいて市有資産に関する民間事業者提案制度選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）を設置します。 

 

（５）提案募集の公表 

   事業の提案を募集する旨や実施要領及び評価基準等を市ホームページ等で公

表します。 

 

（６）事前相談等の機会 

   提案者が事業の提案をするにあたり、市は必要に応じ事前相談または問い合わ

せ対応の機会を設けます。 

 

（７）提案の受付及び受理 

   提案者は、市ホームページ等に示された募集期間内に参加表明書、提案書、及

びその他必要な書類を添付し、市に提出します。市は記載事項等を確認のうえ受

理します。 

 

（８）選定委員会による審査及び選定 

   提案者が提出する参加表明書、提案書及び見積書を受け、必要に応じヒアリン
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グを実施したうえで、提案を受けた事業の審査及び選定を行います。 

 

（９）交渉事業者※１の特定 

  選定委員会で審査した結果に基づき、提案者の中から優先交渉事業者※２及び次

点交渉事業者※３を特定します。 

  優先交渉事業者については、提案を受けた事業の内容や契約等について協議・

調整を行い契約等の手続きを行います。 

なお、優先交渉事業者との契約等に至らなかった場合には、次点交渉事業者と

契約等について協議・調整を行います。 

 

  ※１ 交渉事業者 

提案を受けた事業の内容や契約等について協議・調整を行う候補となる事業者を

いう。 

  ※２ 優先交渉事業者 

     交渉事業者のうち、提案を受けた事業の選定にあたり評価の得点が最も高かった

事業者をいう。 

  ※３ 次点交渉事業者 

     交渉事業者のうち、提案を受けた事業の選定にあたり評価の得点が 2番目に高か

った事業者をいう。 

 

（１０）審査結果の通知 

   選定委員会で審査した結果をすべての事業者に通知します。 

   なお、交渉事業者とならなった事業者については、その理由を付して通知する

こととします。 
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事前相談等の実施 

実施要領等を作成。 

飯能市 提案者 

実施要領等公表 

参加表明書の提出 

提案書作成 

提案書・見積書提出 

ホームページ等に実施要領等を掲載。 

要望に応じ、現地案内を実施。 

ヒアリングの実施 

民間事業者提案制度のフロー 

選定委員会 

実施要領、及び評価基準の審査等。 

必要に応じて実施。 

選定委員会 

交渉事業者の特定 

契約等手続き 

提案書、ヒアリング、評価基準に

基づき、審査及び選定。 

優先交渉事業者及び次点候補者を特定。 

結果受取 

提案内容等の協議・調整 

事前相談、問い合わせの機会。 

サウンディング型市場調査の実施 

所管部署等が提案を求める市有資産を決定。 

必要に応じて実施。 
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２ 提案書の記載内容及び添付書類 

 

（１）提案書の記載内容 

   提案書には、次の事項を記載することとします。 

   なお、提案書の作成において、提案者から現地確認の要望がある場合には、市

はそれに応じることとします。 

   ①事業概要（事業の全体像、事業手法等） 

   ②提案理由（資産の課題や市の要望に対する解決策等） 

   ③事業内容（建設、維持管理、運営、所有、事業体系、事業計画等） 

   ④事業規模（概算事業費、人員配置、施設規模等） 

   ⑤提供される技術や方策（建設や運営に関するノウハウ、地域活性化の内容等） 

   ⑥その他特記すべき事項 

   

（２）提案書の添付書類 

  ①登記事項証明書（申請日前３か月以内に取得したもの） 

  ②印鑑証明書の写し 

  ③組織及び運営に関する事項を記載した書類 

  ④設立趣旨、事業内容のパンフレットなど、概要が分かるもの 

⑤各種税において滞納がないことの証明 

  ⑥収支決算書（過去３か年分） 

   ⑦役員名簿及び履歴書（法人の場合） 

⑧土地・建物賃貸借料等にかかる見積書 

⑨その他市長が必要と認める書類 

 

 

３ 選定委員会の構成員及び役割 

  

（１）選定委員会の構成員 

選定委員会の委員は、所管部署等及び市有資産の活用に関係する部の部長及び

課長等で構成します。 

選定委員会の事務局は所管部署等が務めることとします。 

 

 （２）選定委員会の役割 

①実施要領、提案者の要件、評価基準等の審査 

②提案を受けた事業の審査 

③総合的な判断による提案の選定 

  



9 

 

４ 評価基準 

  提案を受けた事業について、公平かつ公正に評価するため評価基準を設定し、民

間事業者の能力、市民等に対する貢献度及び事業実施に向けたルール等について点

数により評価します。評価基準の設定にあたっては、事業の実現性、有益性及び妥

当性等を評価の項目とします。また必要に応じ、評価の項目を追加することとしま

す。 

評価の項目例 

評価の項目 評価の視点 

実現性 

①提案事業の実現可能性 

②収支・資金計画 

③管理体制 など 

有益性 

①市有資産の有効活用 

②財源確保、財政負担の軽減 

③地域活性化等 など 

妥当性 
①関係する計画との整合性 

②法令等の遵守 など 

 

 

      

５ 選定の方法 

  選定委員会において、提案を受けた事業の内容やヒアリングの結果を総合的に判

断し、事業を選定します。選定にあたっては、実施要領で定める一定の基準を満た

す提案について評価基準に基づき評価を行います。 

 

 

６ その他 

  公平かつ公正な評価を行うため、提案を受ける事業ごとの評価基準を定め、選定

委員会においては厳正な審査、選定を行うこととします。 
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１ サウンディング型市場調査の位置づけ  

民間事業者提案制度をより実効性のある制度とするためには、事業者提案の公募の

前に、民間事業者との“対話”（＝サウンディング）を通じて、当該市有資産の市場性

や活用アイデアの収集などを行うことが大変有効です。 

そのため、必要に応じ、民間事業者との「対話」を通じて、広く意見や活用アイデ

ア等を求める「サウンディング型市場調査」を実施します。 

 

 

 

 

２ サウンディング型市場調査とは 

サウンディング型市場調査（以下「サウンディング調査」という。）とは、市有資産

の有効活用の検討に当たって、民間事業者との「対話」を通じて、民間事業者から広

く意見や活用アイデア等を求め、有効活用の可能性や市場性等を把握する調査のこと

を言います。ＰＰＰ（公民連携）の取組において、多くの自治体で活用されている手

法の一つとなっています。また、予算計上（公費の支出）を伴わない形で事業を行う

ことから、「ゼロ予算」事業と位置付けられています。 

 

 

＜サウンディング調査の目的＞ 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

  

 

 

   

  

○市場性の把握 

  →事業者提案の公募に向け、市場性の有無を調査、把握 

 ○民間事業者のアイデア等を収集 

  →民間事業者のノウハウ等を活かした意見、活用アイデア等の収集 

 ○事業者提案の公募に当たっての条件の検討、設定 

  →公募を実施する際の公募条件の検討等に反映 

 

 

＜期待される効果＞ 

・市の実情や行政課題を提示して対話することで、課題解決に向けて、民間事業

者のノウハウや創意工夫等を活かした活用案の検討が可能になる。 

・早い段階で市場性の有無や民間事業者のアイデアを調査することにより、その

後の事業者提案の公募の検討が効率的に進められる。 

 

 

※「サウンディング（sounding）」＝「打診する」「ある事に対する相手の意向や意見を確かめ

るために、前もって相手に働きかけ、様子をうかがう」という意。 
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３ 調査の実施 

 

＜これまでの市有資産の活用方法（従来）＞ 

事業検討～事業者公募実施まで、すべてを市役所内部で検討 

 

 

 

 

 

    

＜課題＞ 

 

 

 

 

 

         

          

 

＜サウンディング調査実施の場合＞ 

活用検討の早い時期に民間との「対話」を実施し事業提案の公募を検討 

 

 

 

 

 

  

       

 

 

  ※公平性・透明性を確保し、民間事業者との対話を実施 

 

 

 

 

 

 

 

  

検討 

開始 

活用案 

検討・決定 

公募要領

作成 

公募 

実施 

○市有資産の有効な活用方法が見出せない（アイデア不足） 

○市場を反映した公募条件等の設定ができない 

○民間活力の有効活用の阻害 

○民間事業者の参入意欲の低下 

検討 

開始 

活用案 

検討・決定 

公募要領

作成 

公募 

実施 

○新たな発想での市有資産の有効活用 

○市場性の有無や民間事業者の活用アイデア等を把握し、「民間事業者提案制

度」に基づく公募への反映 

民間事業者との「対話」を実施 
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４ 調査の手順 

        ＜飯能市＞          ＜民間事業者＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

①「サウンディング調査の実施の公表」 

（実施要領の公表） 

 

②「事業説明会の開催」 

③「サウンディング調査参加の受付」 

（事業提案書等の提出） 

④「サウンディング調査の実施」 

（民間事業者との“対話”） 

⑤「実施結果の公表」 

事業説明会参加の申込 

対話参加の申込 

対話の実施 

⑥「活用案の検討」 

（調査結果を踏まえ、活用案を検討） 

 

⑦「公募の実施」 
（民間事業者提案制度に基づく公募の実施） 

※民間事業者による活用が期待できる場合 

 

公募への参加 

サウンディング調査 

民間事業者提案制度 
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（１）「サウンディング調査の実施の公表」 

  市有資産を所管する部署において、サウンディング調査の対象となる市有資産を

明らかにするとともに、「サウンディング調査実施要領」を市ホームページ等で公

表する。 

 

（２）「事業説明会の実施」 

調査参加希望のある民間事業者を対象に、調査の実施方法等に関する事業説明会

を実施する。また、必要に応じて現地説明会を実施する。 

 

（３）「サウンディング調査参加の受付」 

  サウンディング調査へ参加を希望する民間事業者は、「エントリーシート」（別紙）

を提出する。エントリーシートを提出した参加希望民間事業者は、対話に必要とな

る資料等（任意様式）を対話実施前に所管部署に提出する。 

 

（４）「サウンディング調査の実施」 

  サウンディング調査は、参加事業者の提案及びノウハウ等の保護のため個別に実

施する。対話は１事業者当たり、３０分～６０分を目安に実施する。 

 

（５）「実施結果の公表」 

  サウンディング調査の実施結果については、概要を飯能市ホームページで公表す

る。参加事業者の名称は公表しない。 

 

（６）「活用案の検討」 

  対話により把握した活用の可能性、民間事業者の意見等を踏まえ、今後の活用の

方向性、活用案等を検討する。検討の結果、民間事業者による市有資産の有効活用

が期待できる場合は、事業提案の公募を進める。 

なお、民間事業者による有効活用が期待できない場合は、公共での活用等を再検

討する。 

 

（７）「公募の実施」 

  （６）の検討により、民間事業者による有効活用が期待できる場合は、「民間事業

者提案制度」に基づく民間事業者の公募を実施する。 

  公募に当たっては、対話に基づく意見、アイデア等を踏まえ、公募内容、公募条

件等を定める。 
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５ 留意事項 

サウンディング調査に当たっては、下記の点に留意して実施することとする。 

 

（１）サウンディング調査の参加事業者 

  ・サウンディング調査に参加することができる事業者は、当該市有資産の利活用

の実施主体となりうる法人又は法人のグループとし、法人の規模や営利、非営利

は問わない。なお、参加除外条件については「サウンディング調査実施要領」に

おいて定める。 

  

（２）対話に要する費用等 

  ・対話への参加に要する費用（書類作成、対話への参加費用等）は、参加事業者

の負担とする。 

  ・対話参加への対価、結果に対する報酬等の提供はしない。 

  

（３）実施結果の公表等 

   ・サウンディング調査の公平性、透明性を確保するため、参加事業者数、提案内

容等について調査結果を公表する。 

  ・結果の公表は、参加事業者のアイデア、ノウハウ等の保護のため概要とすると

ともに、発表内容については事前に参加事業者の了解を得る。 

  ・参加事業者の名称は非公表とする。 

   

（４）対話後の対応 

  ・サウンディング調査への参加は、当該市有資産に関する事業提案の公募が実施

される場合において、参加実績が優位性をもつものではない。 

 

（５）対話後の市の検討 

・参加事業者から提案された活用案等については、事業提案の公募を前提、又は

約束するものではない。対話により把握した活用の可能性、民間事業者の意見等

を踏まえ、今後の活用の方向性、活用案等を検討する。 

・民間事業者により市有資産の有効活用が図れる場合は、「飯能市民間事業者提案

制度」に基づく事業者提案の公募を実施する。なお、民間事業者による有効活用

が困難と判断される場合は、事業提案の公募を実施しない。 

 

（６）その他 

  ・その他サウンディング調査の実施期間、手続き等の詳細については、対象市有

資産ごとに検討することとし、「サウンディング調査実施要領」において定める。 
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１ 各種様式等 
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（様式例１） 

飯能市市有資産に関する民間事業者提案制度参加表明書 

   

  年  月  日 

（あて先） 飯能市長  

 

所 在 地  

商号又は名称 

代表者氏名           印 

 

 事業の名称 ：                                

 

上記事業について、民間事業者提案制度への参加申込をします。 

 

 

【連絡先】 

郵 便 番 号 〒 

住 所  

電 話 番 号  

ＦＡＸ番号  

Ｅ-ＭＡＩＬ  

担当者氏名  

役 職  
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（様式例２） 

 

 

  年  月  日  

 

 

 

 

             事業 

提案書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名           印 

担当者氏名 

電 話 番 号 
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 提案書  

①提案事業（事業手法） 

  

 

 

②提案理由（資産の課題や飯能市の要望に対する解決策等） 

  

 

 

③事業内容（建設、維持管理、運営、所有、事業体系、事業計画等） 

   

 

 

④事業規模（施設規模、施設概要、概算事業費等） 

  

 

 

⑤提供される技術や方策（建設や運営に関するノウハウ、地域活性化の内容等） 

  

 

 

⑥提案事業を実施した場合のメリット（サービス水準向上等） 

  

 

 

⑦その他特記すべき事項 
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（様式例３） 

役員名簿及び履歴書 

 

氏
ふ り

 名
が な

 役職名 

現住所 

略歴 

生年月日 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

  

  

 

1
4
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（様式例４）                      

 文 書 番 号                        

年   月   日 

                              

        様 

 

審査結果通知 

   

 事業の名称 ：                                

 

 令和  年  月  日付けで貴社から提出のあった標記事業の提案の審査を行っ

た結果、最も優れていると認められた提案であったので優先交渉事業者とする旨、通

知します。 
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（様式例５）                    

 文 書 番 号 

                           年   月   日 

 

        様 

 

審査結果通知 

   

 事業の名称 ：                                

 

 令和  年  月  日付けで貴社から提出のあった標記事業の提案の審査を行っ

た結果、下記の理由により交渉事業者として特定するに至りませんでしたので通知し

ます。 

記 

 

理由：（例１）貴社の事業提案の評価点数は〇〇点中〇〇点であり、優先交渉事業

者及び次点交渉事業者の提案の得点より低かったため。 

       (例２)「提案制度評価基準」に基づき評価した結果、評価項目中、〇〇〇及

び〇〇〇が相対的に低かったため。 
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（様式例６） 

サウンディング型市場調査エントリーシート 

＜○○サウンディング型市場調査＞ 

 

 

提出先：飯能市○○部○○課○○担当 

○○○@city.hanno.lg.jp  

※送信に当たっては、件名を「 ○○サウンディング調査参加申込」としてください。 

１ 

法 人 名  

法人所在地  

グループの場合の構成

法人名 

 

担 当 者 名 

氏  名  

所属法人名部 

署 

 

電話番号  

Ｅメール  

２ 

サウンディング調査希望日を記入し、時間帯をチェックしてください。 

（第1希望日から第３希望日までご記入ください。） 

第１希望 月  日(  ) □午前  □午後 □どちらでも可 

第２希望 月  日(  ) □午前  □午後 □どちらでも可 

第３希望 月  日(  ) □午前  □午後 □どちらでも可 

３ 

参加予定者氏名 所属法人名・部署・役職 

  

  

  


